
意見書案第２号 

 

    保育士等配置基準の見直し及び処遇改善を求める意見書 

 

 我が国では、出生数の減少が予想を上回る速度で進行し、人口減少に歯止めがかか

らないなど、子どもや家庭を巡る様々な課題が深刻化する中、国においては、本年６

月、今後３年間の集中的な取組を盛り込んだ「こども未来戦略方針」が公表され、年

内にはこども基本法に基づく「こども大綱」が策定される予定であるなど、子ども政

策の強化に向けて取り組むこととしています。 

この 10 年間で社会経済情勢は大きく変わるとともに、今後取り組むべき子ども・

子育て支援の内容も変化しており、幼児教育・保育については、量的な充実のみなら

ず、質の向上が不可欠です。 

このような状況の中、幼児教育・保育の現場での子どもをめぐる事故や不適切な対

応事案などにより子育て世帯が不安を抱えており、安心して子どもを預けられる体制

整備を急ぐ必要があります。 

そのようなことから、国においては、質の高い幼児教育・保育の提供を図るため、

下記の項目の早急な実施を強く要望します。  

 

記 

 

１．保育士等の配置基準を見直し、安心して子どもを預けられる体制整備を図られた

い。また、人口減少地域においては、保育所等の運営に支障が生じないよう、地域

の実情に応じた柔軟な対応を講じられたい。 

 

２．民間給与動向等を踏まえ、保育士等担い手が確保できるよう処遇改善を図られた

い。 

 

３．保育人材の確保を図るため、必要な財政措置を講じられたい。 

 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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